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われわれ日本多国籍企業研究グループは、2009 年度から足掛け 8 年にわたってアフリカ
における日本企業の調査研究を行った。その詳細は上記書籍の第 1 章に記載したとおりで































３． 15 の事例 
 われわれは、アフリカ全域の日本企業を訪問した。同時に現地企業、欧米企業、中国企業
なども訪問した。ワーキング・ペーパーで取り上げるのは 15 の事例である。主として日本
























脚注：当グループは、『赤門マネジメント･レビュー』に、2009 年と 2010 年のアフリカ
調査でえた個別企業の事例を発表した。第 11 巻 9 号 (2012 年 9 月、ものづくり紀行第
62 回) から第 12 巻 3 号(2013 年 3 月、ものづくり紀行第 79 回) を参照されたい。さら
に同じく『赤門マネジメント･レビュー』に、調査研究の中間的なまとめを発表した。12
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２． TSAM の自動車産業政策への対応 






















The paper aims to analyze a transferability of the Toyota Production System into 
South Africa, focusing on the Toyota South Africa Motors (TSAM). The key elements of 
the system, which compose firm competitiveness, are worker’s multifunctional skill 
and rational production technologies. Research question is whether the organizational 
capability is transferable in the environment of the Post-Apartheit South Africa. I 
analyze the transferability through considering the governance mechanism, skill 
formation, production control and parts procurement. Toyota Production System 
consists of rational organizational routines, supported by workers’ multifunctional 
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skill. TSAM requires workers to be multifunctional. The relationship between 
management and labor union is problematic on this regard. They agree with necessity 
of education and training for workers. However, they have a discrepancy in 
implementing multi-functional skill. Although workers are given a right of line stop, 
they are still hesitant on it. They are also hesitant in implementing job rotation. 
Education and training result in gradual accumulation of site leader’s capability. Site 
leaders gradually deal with change and abnormality. I can notice of the evolutionary 
transfer of the skill and technology at the plant.            






























                                                   


































南アフリカの自動車産業の生産の歴史は、日本よりも古い。1920 年代に、米国の 2 社
（フォードと GM）が現地生産を開始した (Duncan, 1997: 112－114)。第二次世界大戦後、















アパルトヘイト後の自動車産業政策は 2 つの段階に分かれる。最初は、MIDP (Motor 




Production and Development Programme) である。輸入税の還付の対象が国内生産に変
化した。以下順番にみてゆく（Flatters,2005、Barnes, 2013、Barnes と Black,2013）。 












つぎは、現行の APDP (Automotive Production and Development Programme、


















はこの間増加した。生産台数は、1995年の 376,000 台から 2015年の 616,000台へ増えた。














は VW（ポート・エリザベス）、メルデセス・ベンツ (イースト・ロンドン) と BMW (プ
レトリア地域)、そしてアメリカ企業の GM (ポート・エリザベス) とフォード (プレトリ
ア地域) である。このうちわれわれの研究グループは、すべての工場を訪問し調査する機
会を得た。それら企業は、そろってリーン生産を意識的に導入している。 
ダンカンによれば、TSA（のちの TSAM）が、1980 年代初めに、JIT による部品調達
を開始した。さらに組立工場における柔軟な生産システムを最初に導入したのも TSA で
ある（Duncan、1997：120－123）。そして他の企業も後を追って導入を試みた。その後










ク（タイ）は 345 ドル、上海（中国）は 449 ドルである。中国は労働賃金が上昇してきた
のであるが、それでもヨハネスブルクは上海の約 6 倍である。そしてエンジニア（中堅技
術者）となるとさらにその格差は広がる。ヨハネスブルグは 6,374 ドル、バンコク（タイ）

















拠点となる。TSAM は、IMV の欧州への輸出拠点となったのである。表 1 のように 2005
年から IMV の欧州とアフリカ向けの輸出を開始した。 
 
表 1：TSAM（Toyota South Africa Motors）の歴史 
















トヨペット・コマーシャル社（現 TSAM 営業部門）とディストリビュータ契約調印。 
モーター・アセンブリズ社（現 TSAM 製造部門）で「スタウト」生産開始。 
ヨハネスブルク駐在員事務所発足。 
プロスペクトン（Prospecton）新工場生産開始。 
トヨタ自動車株式会社（TMC）が TSAM の株式２７．８％を取得。 
TMC が TSAM の株式７５％を取得。 
IMV (ハイラックスピックアップ、IMV1&3) 生産開始。 
IMV（1&3）の欧州アフリカ向け輸出開始。 
IMV（フォーチュナーIMV4）生産開始。 
生産能力を 22 万台に拡大。Global Facilitisation ＜New Era>。 
カローラをアフリカ向けに輸出開始。 
カローラを欧州向けに輸出開始。 
TMC が TSAM の株式１００％を所有。 
IMV（ハイラックスピックアップ、IMV2）生産開始。 
新世代 IMV生産開始。 
出典：TSAM の提供資料（2017 年 3 月 1 日、2012 年 8 月 31 日現在）。トヨタ自動車ホ
ームページ、「トヨタ自動車 75 年史」、アクセス日 2014 年 1 月 20。 
 


























おり、現在は J.ズマが 2014 年の選挙において二期目の大統領職についている。 
ANC は、３者連合と言われる政治連合を形成した。すなわち、ANC、SACP (South 
African Communist party、南アフリカ共産党) そして COSATU (Congress of South 




Automobile Manufacturers Employer’s Organization）と南アフリカ金属産業労働組合
（NUMSA：The National Union of Metal Workers of south Africa）が構成するする交渉
の会議、NBF ( National Bargaining Forum)、において賃金他の労働条件を決定する。 
そこで政府の労働政策を説明する。まず南アフリカの人口構成を確認しておく。人口は
5,590 万人であり、その比率をみると黒人が 81％、カラード（混血）が 9％そして白人が
8％である（TSAM. ②. 2017）。アパルトヘイト後、政府は、黒人の経済力を強化する政






































の三つの地位についていた。2012 年には、日本人派遣者数は 35 名であり、このうち工場































リカ金属産業労働組合 NUMSA (National Union of Metal Workers of South Africa)であ
る。公式のメンバー数は 273,996 人（NUMSA、2011）である。産業としては、自動車の
製造・販売、金属・非鉄金属の自動車部品、電子製品製造などの時間給及びサラリー給の
労働者を組織対象とする。われわれは、2011 年にヨハネスブルクにある NUMSA の本部
を訪問しリーダーにインタビューする機会を得た。訪問の目的は、経営者が行う日本の生






（Political Trade Union）であったという。NUMSAは 1987 年に四つの組合が合併して
出来上がった 2。 
                                                   
2 こうして NUMSA は、アパルトヘイト時代の人種差別への闘争から組合を組織した伝統を持つので、
組織運動は経済と政治の両方の領域を区別することなく行ってきた。そして運動スタイルは戦闘的であり、
政治的には社会主義を目指すという。 
われわれが訪問した後、新たな動きが生まれた。NUMSA は、COSATU に所属し ANC (アフリカ民族
会議)を支持してきた。しかし 2013 年、ズマ政権の汚職への批判から、選挙における ANC への不支持を
表明した。そして労働組合連合の COSATU に対して、ANC との同盟関係からの離脱を呼びかけた。






























































2000 年から 2006 年までにかけての労使関係の変化についてである。 
第一に、TSAM は、違法ストによる労働停止に賃金を支払わない「ノーワーク、ノーペ
イ」の原則をたてた。さらに違法ストに対しては対抗措置としてロックアウトをおこなう






まらせることを認めさせたケースをみる。TSAM において、2000 年 11 月、自動車部品
（TAC：Toyota SA Automotive Components）の従業員による違法ストがあった。それに
対して経営側は工場を閉鎖した。結果的に経営側は労働裁判所の仲裁にしたがい、賃金を
支払うことになる。そして NUMSA は違法ストにかかわらないことをしぶしぶ承認した。






































































































生産能力は、185,000 台である。そのうちわけは、主力製品の IMV が 140,000 台、カロ
ーラとクエストが 27,000 台、ハイエースが 13,000 台そしてトラックが 5,000 台である。
工場の操業形態は、IMV とハイエースの工場が 2 直勤務体制であるが、ほかの工場は 1
直体制である。 
 
表 2：TSAM の概要 
会社名 Toyota South Africa Motors (Pty) Ltd.,(TSAM) 
会社設立 1961 年 
生産能力 185,000 台（年）、内訳は IMV140,000 台、カローラ・クエ
スト 27,000 台、ハイエース 13,000 台、トラック（ダイナ、




生産量 127，100 台（2016 年） 
現地市場ｼｪｱｰ 21.4％（2016 年） 
輸出比率 42.8% 
輸出先 アフリカ諸国、欧州 
従業員数 8,615 人 
日本人数 40 人 
出典：ＴＳＡＭ提供資料。2017 年 3 月 1 日。 
 
そして TSAM のマザー工場は、おなじ IMV を製造する田原工場である。トヨタ自動車
は、海外展開を始めた当初、日本の特定の工場がマザー工場になっていた。同じ車種を生









7 社を代表する自動車製造業雇用者団体、AMEO（The Automobile Manufacturers 
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Employers’ Organization）と NUMSA との間の交渉で決定される。両者の交渉で時間給
労働者の賃金等級と賃金額の枠組が決定されるのである。 




そしてこの賃金モデルを提起したのは NUMSA であった。労働組合側が 7 段階の賃金等
級を提起し、それを経営者側が承認したものである（Forrest、2011: 281）。すなわち、自
動車産業には 300 以上の職務を 13 等級に分ける賃金制度があったが、それを技能レベル
に応じた 7 段階の賃金とした。生産工を 5 段階、熟練工を 3 段階とし、生産工の最高段階





表 3：自動車組立産業の賃金モデル（2010 年 6 月現在）  （単位：ランド/時給） 

































技能レベル６は、Automotive Electrician, Electrician (Engineering), Electronics 
Equipment Mechanician, Fitter, Machine Tool Setter, Motor Mechanic, Tool, Jig & 
Die Maker, Turner Machinist から構成される 。 
  技能レベル７は、多能アーチザン（multi-skilled artisan）あるいは Technician。 
出典：Composite National Bargaining Forum (NBF) Agreement on Wages and 
Conditions of Employment Applicable to All Hourly Paid Employees in the 
Automobile Manufacturing Industry between The Automobile Manufacturers 
Employers’ Organization (AMEO) and The National Union of Metal Workers of 












NUMSA は 1990 年代にはいり、高い保護関税に守られた自動車産業が国際競争にさら
されることに危機感を持った。そして経営側が導入する「リーン生産」が、職務固定型の
大量生産方式と異なることにも気が付いた。そこで、NUMSA は、経営側のいう「リーン
生産」にたいして「知的生産」（intelligent production）を主張したと言う（Forrest, 2011: 
254）。NUMSA が教育訓練による技能向上を主張したのである。これはリーン生産におけ
る労働者の多能工化と整合するのである。ここで、フォーレストの記述によりながら、




















の時間賃金率は年とともに変化する。最新（2017 年現在）の技能レベル 1 の初級賃率は、
56.86 ランド、その上級賃率は 62.79 ランドである。しかし賃金体系の構造をみるのがこ
この目的なので、以下表 3 をもとに説明する。生産工は技能レベルの 1 から 5 までに位置











ンの教育訓練レベルを 100 として、アーチザンの 80％の学習単位を完了した人は、技能
レベル 4（資格 4）となる。こうしてアーチザンを基準にそれに必要な教育訓練のマスタ
ー状況により資格があがるのである。資格の上昇とともに賃金率があがる。 
第三に、昇格について説明する。技能レベルの 1 から 4 までは、各等級に必要な教育訓
練を受け、要件を満たせば自動的に昇格する。たほう、技能レベル４から 5 への昇格は、
空席があることが条件となる。つまり必要な能力を習得したうえ、５等級に空席があるこ







NUMSA は、この賃金格差を縮小させた。技能レベル 1 と技能レベル 5 の賃金格差は 1.5
倍である。同じく技能レベル 1 とレベル 7 の格差は、2.2 倍である。当初、賃金等級間の





























計算能力が低いのである。ここで国際数学・理科教育動向調査（TIMSS: Trends in 
International Mathematics and Science Study）を利用することにする。これは、アムス
テルダムに本部をおく、IAE（International Association for the Evaluation of Education 
Achievement）が 1995 年以来、4 年ごとに実施しているものであり、日本では文部科学
省のホームページで調査結果を確認できる。ここで数学の調査結果を見ることにする。そ
れによると、南アフリカは、調査に参加する国の中で常に最下位か第２最下位なのである。
すなわち中学校の数学の成績を見ると、第一回調査（1995 年、中学校 1，2 年）の結果は、
41 カ国中 41 位、第二回（1999 年、中学校 2 年）は 38 国中 38 位、第三回（2003 年、中











教育レベル コア教育 基本教育 技能教育 能力評価 













































は、表 3 の「技能レベル」に対応する。たとえば、表 3 の技能レベル 1 は、表 4 の教育レ







レベル 2 から４までは、コア教育、基礎教育、そして技能教育を受ける。レベル 2 を見
ると、コア教育は健康と安全、コミュニケーションそしてチーム・ワークを学習する。基








り、日本人派遣者も 3 名ほど見かけた。 
 












部長 １ １ 
ｼﾆｱﾏﾈｼﾞｬ １ １ ２ 
ﾏﾈｼﾞｬｰ １ １ １ １ １ ５ 
ｴﾝｼﾞﾆｱ ３ １ － － － ４ 
GL － － １ ３ ３ ７ 
TL ４ － ２ － ７ １３ 




表 5 : MDD の組織、のように MDD は合計 32 名のメンバーから構成される。内部が 5
つの組織に分かれている。すなわちマネジメント育成、生産性改善、現場監督者教育、QC
サークル・創意工夫事務局、そして技能教育、以上である。表 6 によれば、2016 年の教
育対象人員は、合計 1,189 名であった。総勢 32 名の MDD のメンバーが、それだけの従
20 
 













表 6：MDD のカリキュラムと受講実績            （単位：人） 
 カリキュラム 2016年受講実績 対象 
基本技能
 
組立基本技能 ① ２６ TM 
溶接基本技能      ② ５０ TM 
物流基本技能      ③ ２４ TM 
標準作業        ④ １３８ TL 
TPS チーム・リーダー   ⑤ １０６ TL 
TPS グループ・リーダー  ⑥ ２０ GL 
トヨタの仕事の教え方  ⑦ ６９ TL、GL 
作業観察        ⑧ ８０ TL、GL 





QCC基礎        ⑨ １０４ TM、TL、GL 
QCCチャート・コース   ⑩  ５２ TM、TL、GL 
QCC リーダー・トレーニング  ⑪ ４１ TL 
QCC アドバイザー・トレーニング ⑫         ７ GL 
QCC管理者トレーニング ⑬ １８ MGR 
小計 ２２２  
役割研修
 
TL役割研修       ⑭        ６９ TL 
GL役割研修       ⑮ ２５４ GL 
MGR役割研修      ⑯ ７４ MGR 
SM役割研修       ⑰ ２７ SM 
小計 ４２４  
TPSコンセプト      ⑱ ３０ SM、MGR 










マスターした TM は、欠員のある指定された職場に配属される。そのご、OJT 
(on-the-job-training、職場内訓練)を受けながら、実作業に従事することになる。  
また、トヨタ自動車では、現場監督者が、科学的管理法の手法を用いて、作業の管理と
改善を行う。エンジニアではなく、TL や GL がそうした手法を使用する。現場監督者の
基本的な技能の教育が④から⑧までのカリキュラムである。 
第二は、QC サークル活動にかかわるカリキュラムである。⑨から⑬までがそれであり、












管理を総合的に行うための教育である。GL や TL を対象とするカリキュラムが多くかつ
教育実績の数字においても、圧倒的に多い。数字を一つ一つ上げることはしないが、その
点は表６から確認できる。しかし改善を実行する技能レベルに達するには経験を必要とす
る。そこで、TL や GL が OJT を通して労働者を指導するのである。 


















にラーナーシップと称する 7 カ月の実習プログラムを受けた後、TSAM に就職する。そし
て就職後 2 年間は生産工として働いた後、この機関で 4 年間の保全工としての教育訓練を
受けるのである。4 年間の熟練工養成プログラムを完了したあと、国家資格のテストを受











NUMSA の労働協約では、技能レベル 7 を多能アーチザン（multi-skilled artisan）と呼





が 5 人一組の班を管理する。そして GL (Group Leader、組長)が、4 つの班を管理する。




















をもらった。日本の GL は、細かく見ると 150 くらいの仕事をこなすという。しかし現状



























































































































次に GL と TL による問題解決の取り組みについて説明する。工場見学中、問題解決の
事例を数多く教えてもらった。溶接工程で作業が停止しやすいところにおける改善、組立
工程においてクオリティ･ゲートをなくしたケース、さらに組立工程で工夫によりラインを
短縮したケース、を確認した。これらに GL や TL が関与していた。 





は、新車の立ち上げの際、GL や TL を入れたパイロット・チームをつくり、生産準備か






そして、GL と TL について。この層の育成は進んできた。ＴＬによる欠勤対応はすで












説明する。そして部品メーカーとの間の JIT による調達についてみておく。 
 
（１）生産管理 










ラそしてハイエースが CKD (complete knock down)、トラックが SKD (semi-knock down) 
である。 この中で最も生産量が多いのは、IMV であり、2 シフトで操業しており生産能
力は年産 140,000 台である。カローラ及びクエストは、1 シフトによる操業であり、生産
能力は 27,000 台である。ハイエースは、2 シフトで生産能力は 13,000 台である。そして
トラックの生産能力は 5,000 台である。IMV の組立ラインは、分割方式を採用している。
すなわち、8 本のメインラインと 4 本のサブラインから構成される。 
工場の生産はタクト・タイムで管理している。2017 年現在のタクト・タイムは、IMV
が 2.05 分で、１シフト当たり 377 台の生産となっている。カローラが 3.72 分であり、シ
フト当たり 110 台である。これに対してトラックのタクト・タイムは 28.8 分であり、シ
フト当たり 15 台の生産となっている。タクト・タイムは、従業員の技能や市場の状況の
ような工場内外の事情に規定される。過去の訪問時における IMV のタクト・タイムを見
ると、2010 年には 136 秒から 99 秒に変更し、2012 年には 90 秒になったとの説明を受け






て 4 車型（B キャブ、C キャブ、D キャブそして SUV（Sports Utility Vehicle））を同一
ライン上で生産している。そして溶接の前のプレス工程では、2 シフト分（1 日分）の必





































































図１が、2000 年以降の TSAM の生産量の推移を示す。図のように、生産量は 2003 年

































2010 年と 2017 年の間の取引する部品メーカーの変化を見ると、現地企業が増加したこ
とを確認できる。TSAM は、2010 年の段階で、86 社と取引しており、日系企業が 10 社、
欧米系企業が 31 社、そして現地企業が 45 社であった。そして 2017 年現在、98 のサプラ
イヤーから部品を調達しており、取引業者が 12 社増加した。このうちわけをみると、日
系企業は 14 社であり、調達額の 56％を占める。日系企業は 2 社増加した。欧米系企業が






















現地の企業 HESTO に資本参加している。矢崎総業は 1996 年に HESTO がカローラ用の
ワイヤ・ハーネスの製造を開始した際に技術供与を行った。そして、矢崎総業が 2006 年
に 25％の株式を取得した。このほか、タイヤをブリッジストンと住友ゴムが、ベアリング
を NSK が、ブレーキシステムを ADVICS が、ステアリングホイールとシートベルトをタ
カタペトリが供給している（TSAM 会社記録、2017）。 



















れている。ワイヤ・ハーネスを TSAM に供給する HESTO 社で確認したが、答えは同じ
であった。すなわち TSAM は、HESTO 社から、ワイヤ・ハーネスを検査なしで受け入れ
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Japanese Automobile Components-the Hybrid Factory in South Africa 











 本稿は、南アフリカに進出した矢崎総業の現地合弁会社 HESTO に対する事例分析によ
って「日本的生産システムがこの企業に持ち込まれることができるか」、という点を明らか
にする。本稿の分析重点は、生産現場における作業長の役割、教育訓練システムおよび労












 By analyzing the case of HESTO, a joint-venture between Yazaki and a local partner 
in South Africa, this paper aims at clarifying if the Japanese production system can be 
transferred into the subsidiary. The paper focuses its analytical targets on 3 elements of 
the Japanese production system, the role of foremen on the shop-floor, education & 
training and labor relation. One of the most important fact-findings through observing 
this case is that the Japanese production system CAN be transferred to South Africa. 
2 
 
The reasons for the successful transfer of Japanese production system in HESTO 
include 1) local partner’s ambition, 2) the contribution made by long-term residing 
Japanese staff and, 3) the effort by the local foremen who were brought up on the shop 
floor over a long period of time. However, as the most important parts of Japanese 
production system, some of the work organization’s elements must be adapted to the 
local habits and institutions if these exist. 
 
KEYWORDS 
Apartheid, B-BBEE, Yazaki, Foreman, Education & training, Job rotation, NUMSA 




にある自動車ワイヤーハーネス企業 HESTO を中心とする事例研究である。5,000 万人超の



















済大国であると同時に、アフリカ唯一のG20 参加国でもある。2015 年のGDPは 3,342.5 億
ドル（約 30 兆円）であり、神奈川県とほぼ同じ経済規模である 1。 










 南アフリカは、サブサハラ・アフリカの全GDPの 26.9％（2013 年）を占め、アフリカ経
済を牽引している。最大の貿易相手国は中国であり、EU、米国、日本との貿易関係も活発
であるが、最近では、その他BRICs諸国、南部アフリカ諸国との経済関係強化も重視し始
















を引用する 5。「日本企業による対南アフリカ投資は、 1990 年代に入って本格化した。1994
年 6 月のアパルトヘイト法全廃を受け、同年 10 月に日本は南アフリカに対する経済規制措
置を緩和した。翌年 1 月には外交関係が樹立され、それ以降、経済交流が発展する。財務







00年末 01年末 02年末 03年末 04年末 05年末 06年末 07年末 08年末 09年末 10年末 11年末 12年末 13年末 14年末 15年末 16年末
278,445 300,868 305,585 335,911 371,755 388,197 449,680 546,839 683,872 740,364 830,464 957,703 1,040,463 1,117,267 1,185,447 1,261,020 1,359,354
758 625 1,232 2,052 1,628 1,332 2,701 3,895 7,325 5,734 6,145 8,081 6,892 12,077 10,012 8,914 9,992







省統計によると、日本の対南アフリカ投資残高は 1996 年末の 4,100 万ドルから、2011 年
末には 5 倍超の 24 億ドルになった。二国間の貿易額は、1994 年の 42 億ドルから、2011































B-BBEEとは、Broad-Based Black Economic Empowermentの略であり、アパルトヘイト
下において不遇な立場に立たされていた黒人、カラード（有色人種）、女性などを積極的に
                                                   

































 第 4 のリスクは、やはり治安問題である。悪名高い南アフリカの治安問題は外資企業の
現地生産・経営にまで影響を与える場合もある。治安問題の近因は、かつてのアパルトヘ
イト政策と高い失業率である。アパルトヘイト撤廃によって、それまで人種差別を受けて
いた黒人などの所得は大幅に向上した。2001～2011 年の 10 年間における世帯所得の伸び
                                                   




































矢崎総業の海外進出は 1962 年（昭和 37 年）9 月タイに電線ケーブルを生産する合弁会
                                                   






年代後半から本格的なグローバル展開を行い、1990 年代に 16 カ国、2000 年代に 10 カ国
に進出し、海外事業を拡大してきた。2017 年現在、矢崎総業グループ全体の従業員数は
285,800 名で、内訳は国内 20,195 人、海外が 265,605 であり、つまり、海外の従業員数は
国内の 9.3 倍という計算になる。グループ全体の法人数は 166 で、そのうち、海外が 100、
国内が 66、という構成であり、海外事業は国内に比べてより規模がかなり大きい。また、
進出する海外地域は 46 カ国に及ぶ。海外事業は、3 つのグループに分かれている。そのう
ち、「アジア・オセアニア」グループは最大で、12 カ国 105 拠点があり、121,508 名の従業
員を抱えている。2 番目の「北・中・南アメリカ」グループは、10 カ国 121 拠点、92,694
名の従業員がいる。そして、3 番目の「ヨーロッパ・アフリカ」グループは、人員規模こそ
最小である（51,403 名）が、その展開国の数は 23 カ国で最多である。本稿の分析対象の
HESTOは、このグループにある 11。 





















                                                   
10 矢崎総業のホームページ http://www.yazaki-group.com/を参照されたい。 
11 同脚注 10。 















そして、矢崎総業グループは現在、アフリカ 3 カ国 6 拠点を持つ。アフリカ進出国の最
初の事業は、2000 年のモロッコ工場の設立である。現在、モロッコには 3 カ所の拠点があ




























 〔表 2〕に示したように、HESTO は自動車用ワイヤーハーネスを生産する合弁企業で、
製品を南アフリカで現地生産を行う日系および欧米系自動車メーカーへ供給する。われわ
れが 2017 年に訪問調査した際に、企業の従業員数は 2,100 名に達している。日本人駐在者
は 3 人しかいない（2014 年の時点では 1 人）。合弁パートナーの HESTO 社は、もともと
現地の優秀なワイヤーハーネス生産企業であった。同社は、現地の投資会社 Metair 
Investment グループの子会社として、1989 年に操業開始した。1993 年にトヨタの現地会
社（のちに、TSAM）から「Best small supplier」の認証を取得し、1996 年から、トヨタ
のカローラ用ワイヤーハーネスの生産を開始した。さらに、2001 年にフォード社からも同




決定の際に 50%の投票権を有する。現地パートナーの Metair 社の 74.9％の所有権は、Royal 
Bafokeng およびその他の株主が共同所有する。2 回の訪問調査から得た印象は、合弁双方
の関係がきわめて良好というものであった。HESTO との合弁以来、最小限に日本人関係者
数を抑えるのは矢崎総業側の 1 つの方針である。2014 年の訪問調査の際に、日本人出向者
は 1 人しかいなかったが、2017 年の訪問時に出向者は 3 人になった。 
 そして、HESTO の経営状況は、概ね良好だという根拠がいくつある。その 1 つは、企業
規模の継続的拡大である。われわれの 1 回目訪問調査の 2014 年には 1,800 名程度の従業員


























































社して現在は G/L として活躍している。彼女のもとでは 6 人の T/L がいる。聞き取りによ
ると、彼女は、この工場での勤続は 20 年という生産のベテランである。 













集めに困らない。基本的な採用条件は Grade 12(即ち、High School 卒業）というもので
ある。採用された新人作業者に対してはすぐに企業内教育訓練を実施する。最初の企業内
教育訓練方法として Dojo (道場)と呼ばれる訓練センターが工場内にある。Dojo の中では、
ゴルフボール訓練（手のひら訓練）、ロープ結び訓練（ワイヤーのハンドリング訓練）な
ど多種多様な訓練内容が用意されている。新人オペレーターは、まず、5 日間の座学





















という規模で訓練が実施される。センターの中には、4 カ月に 1 回、企業の経営情報が公
開され、共有化されるしくみになっている。そして、訓練センター内に Bright Ideas 
Corner という区画があり、サークル活動ができるようになっている。またそこでは完成
車メーカーのメンバーによる指導もある。2017 年のわれわれの訪問調査の際に、訓練セ
ンター長は黒人女性が務めている。彼女は 2014 年 12 月に入社した有能な人材であり、
学歴は MBA、工場の管理層の信頼が厚く近い将来、工場の要職になるという。 










































 HESTO の場合は当然、この労働事情から逃避することができない。HESTO は、新入社
員に組合状況のことを積極的に教える。工場側は、従業員に「Union is a partner」という





 南アフリカの労働事情は当然 HESTO 内部の労使関係に影響を与えるが、HESTO の経
営側は、様々な対策を考えている。まず、労使関係の対立につながる現場での苦情処理に
ついて、HESTO は「現場主義」の方針を徹底している。生産現場における苦情処理の窓口
はチームリーダーである。NUMSA のルールはワーカー200 人に 1 人の割合で、ショップ・
スチュワード(shop steward) をおくルールになっている。現場で発生したトラブルは、と
りあえず、現場で処理する。経営側は、NUMSA との協定に関わる事項は、組合側と真剣













































 第 3 に、HESTO の生産現場に現れた日本的生産システムの要素がどのようにこの企業に
伝播されたのか。次の 3 点はこれに強く関係しているのではないかとわれわれわが考えて








HESTO における日本的生産システム要素の導入に深く関係すると考えられる。第 2 点は、


















ていない。またインジェクション・モールド機械（80 トン～350 トン）9 台が整然となら
んでいた。その当時の活用率は 63％位とのことであったが、メーター部品の内製化に伴い、



















７． 矢崎総業のホームページ http://www.yazaki-group.com/。 
８． 守永孝之 [2007]「YAZAKI グローバル化へのチャレンジ」社団法人「如水会」の HP
（http://www.josuikai.net/modules/news/article.php?storyid=425）第 66 期一橋フォーラム 21 
三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（2014）「南アフリカ経済の現状と今後」。 
 
付表：工場調査の概要 
工場名 Hesto Harnesses (Pty) Ltd 
立地 1 Gledhow Mill Road, KwaDukuza, 4450 
P O Box 4763, KwaDukuza,4450, KwaZulu Natal, South Africa. 




Senior GM, Manufacturing 
Development Engineering Manager 
Director（常駐日本人） 





Development Engineering Manager 
Director（常駐日本人） 
Chief Operating Officer 
 







































This paper aims to explain an adoption of the Lean Production by The Mercedes-Benz 
South Africa, based on the field research. We, The Japanese Multinational Enterprise 
Study Group had a chance to visit the plant and did interviews with managers and 
workers. This is a report of the interviews and plant tour. The headquarters in German 
2 
 
had an initiative in adopting the MPS (Mercedes-Benz production System) at affiliated 
plants all over the world. That is the Lean Production. The Mercedes-Benz South Africa 
received the message from the headquarters sincerely. The company understood the 
content and technic of the Lean production quite correctly.    
It recognizes not only an importance of the technical system but also development 
human resource and organization aspects. It implements both training and education 
for production workers and continuous improvement through work organization, 
although its implementations are not easy. This paper explains it, based on the fact 
findings through interviews and plant tour. At last I evaluate the implementation of the 
Production regarding to the local situation.       
 
Key Words: Lean Production, MPS (Mercedes-Benz Production System), Skill 






















































史は古い。1920 年代に、米国のフォード社と GM 社が生産を開始した（Duncan,1997:7）。
第二次大戦後、欧州と日本車が生産される。現地のディストリビューターが、1948 年にメ
ルセデス‐ベンツ車の製造を行った。そして 1984 年にダイムラー‐ベンツ社が、現地ディ
























企業名 Mercedes-Benz Manufacturing South Africa Ltd. 
立地 7 Settlers Way, Gately Industrial Township, East London, 5200, 
SA  
訪問日 2011 年 9 月 7 日。 
設立 1948 年（1984 年現行会社名に変更）。 
資本金 ドイツ・ダイムラー社が１００％所有。 
設備構成 溶接、塗装、組立。 
製品 乗用車 C クラス（180、200、220、250，350、sunroof）、トラック 
生産能力 65,000（2 シフト年）（3 シフト 105,000 台可）。 
生産量 52,000 台（2010 年）、54,000 台予定（2011 年）。 
タクトタイム １台当たり 3.9 分（最大 3.5 分）。 
従業員数 2,204 人。 
出勤率 98.9%。 


















る。われわれが見学できたのは、溶接、組立、部品供給の 3 工程であった。 
工場の内部は、大変綺麗であった。床の清掃は行き届いており、設備類は汚れがなくメ
ンテナンスが適切に行われていることをうかがえた。この工場は 2000 年までは、CKD 






生産能力は 2 直の勤務体制で年間 65,000 台である。これを 3 直勤務にすると、105,000










ダイムラー社は、2000 年に、全世界の子会社を対象として、MPS (Mercedes-Benz 






















企業側の説明に従って、MPS の導入の経過を見てゆこう。2000 年から 2 段階を経て MPS







第二段階は、2003 年の半ばから 2008 年までであり、「リーン生産の実施」と名づけてい
る。その中身は、MPS エキスパートの育成、現場従業員とスタッフの標準作業訓練、シッ
クス･シグマ訓練、TPM (Total Productive Maintenance) 教育などをあげている。シック
ス・シグマは、米国伝統の統計的品質管理の改善版であるが、それも併用している。ここ





こうして 2000 年から二つの段階を踏まえて MPS を実施している。まず工場のなかにそ
れを推進する事務所を設け、すでに生産システムの改革を進めている海外の工場（欧州、
米国、ブラジル）をベンチマーク工場とした。そして 2003 年からリーン生産を実施する。




れていた。期間は 2000 年から 2003 年までの 4 年間である。当該工場における成果として
確認しておく。９つの工場について監査結果を表示している。それによると南アフリカの
イースト･ロンドン工場は、2000 年には最低の結果であった。しかし徐々に成果を上げ、
2003 年には 9 つの工場の中でトップになっていた。ちなみに言えば、2000 年の段階のト














入社 1999 年 
キャリア 組立工程生産管理マネジャー2000 年 
MPS エキスパート 2005 年 
ＭＰＳマネジャー 2009 年 
出典：工場見学中のインタビューによる。 





入社 1991 年 


























っており、大変合理的である。なお、ここで挙げた 3 名はいずれも黒人であった。 











































配置される。それゆえ、20 人のオペレーターを 2 人のコーディネーターと１人のチーム･
マネジャーが管理するのである。もちろん職場によってオペレーターの人数は異なるが、
平均的にはこのような人数構成である。トヨタ自動車の場合、平均的にはグループ･リーダ
























B５となる。そして課長は B４、部長は B3 となる。 












殊技能 1 と特殊技能 2 の両方の技能訓練を受けている人が多いのである。 
労働者とコーディネーター別の技能訓練状況を説明する前に、表内の用語を説明してお
かねばならない。技能訓練表（Skill Training Matrix） は、一般技能（General Skill）と
当該工程に特殊な技能に分けて掲示する。まずその技能区分から説明する。一般技能は、
リーン生産に関わる一般的な技能をしめす。すなわち、その訓練項目には、安全、品質管











表３：技能訓練表（部品供給 A シフト、α・β班）       （単位：訓練済技能数） 
 一般技能 特殊技能１ 特殊技能２ 
難易度 高位 中位 高位 中位 高位 中位 
総作業数 １０ １ ５ １２ ６ ５ 
α・コーディネーター ７ １ ５ １２ ６ ５ 
A ０ １ ０ ２ ０ ０ 
B ０ １ ０ ３ ０ ０ 
C ０ １ ０ ３ ０ ０ 
D ０ １ ０ ２ ０ ０ 
E ０ １ ０ ２ ０ ０ 
F ０ １ ０ １ ０ ０ 
G ０ １ ０ ２ ０ ０ 
H ０ １ ０ ３ ０ ０ 
I ０ １ ０ ２ １ ０ 
J ０ １ ０ ２ ０ ０ 
β・コーディネーター ７ １ ５ １２ ６ ５ 
K ０ ０ ５ ８ ６ ５ 
L ０ １ ５ ９ ６ ５ 
M ０ １ １ ２ ６ ５ 
N ０ １ ５ ９ ６ ５ 
O ０ １ ０ ４ ６ ５ 
P ０ １ ０ ４ ０ ０ 
Q ０ ０ ０ ２ ３ ２（１）* 
R ０ ０ ０ ４ ０ ０ 
S ０ １ ０ １ ０ ０ 
T ０ １ ２ ２ ０ １ 










（３）難易度は、作業の複雑性と安全性を 3 段階で示す。高位、中位、低位の 3 段階。 
 
そしてキット化の作業から成り立つ。「特殊技能 2」は、すべてキット化作業である。ここ





そしてこの特殊技能 1 と 2 の作業を管理するのは、コーディネーターである。表 3 のα
コーディネーターが特殊技能 1 の作業を、βコーディネーターが特殊技能 2 の作業をそれ
ぞれ管理する。 
以上に述べた、一般技能と特殊技能はそれぞれ、高位、中位、低位の難易度で掲示され
る。難易度は、作業の複雑性と安全性について、3 段階で示す。表 3 には、高位と中位 2
分類が表示されており、低位はない。一般技能については、難易度高位が１０、難易度中
位が１つである。そして特殊技能 1 の場合、難易度高位が５つ、難易度中位が１２である。
そして特殊技能 2 の場合、難易度高位が６つ、同中位が 5 つとなっている。 
もう一つ、表の解読に説明しておくべきことがある。それは、作業の訓練レベルを 1 か
ら 4 までの番号で表示してことである。そしてこの表では基本的にすべて 4 段階目を表示
しているのである。ここで 4 は、訓練済みで他人に教えられる、3 は訓練済みで一人作業可
能、2 は訓練中で一人作業可能、そして 1 は訓練中で、指導下で作業、をそれぞれ意味する。
この表では基本的に全て 4 段階目の、訓練済みで他人に教えられる、になっている。 





ずれも、訓練状況は 4 段階にあることをしめしている。特殊技能 1 と 2 についても同様に、
技能訓練は 4 段階目になっていることを示す。したがって、ここに掲載された作業数はい










つぎに、労働者の訓練状況を見る。α･コーディネーターのもとの A から J までの 10 人
とβ・コーディネーターの下の K から U までの 11 人についてみる。すなわち、A から J
までの労働者は、特殊技能 1 を担当し、K から U までの労働者は基本的に特殊技能 2 を担
当することを示している。 
まず、α・コーディネーターの下の A から J を見ると、基本的に特殊技能 1 の作業を１
から３つマスターしている。しかし特殊技能 2 の作業はマスターしていない。唯一の例外
は、労働者 I が特殊技能 2 の作業を一つマスターしていることである。特殊技能 1 の作業
は、部品の部品棚への輸送と整頓が主たる作業であり、それに部品のキット化の作業が加
わっていた。実際、個別の作業をみると、A から J までは、全員がフォークリフトの運転
ができるのである。そして整頓（Marshalling）のような作業もいくつかできる。しかし、
特殊作業 2 に分類されているキット化の作業はまだ訓練を受けていないのである。 
これに対して、βコーディネーターの下の労働者 K から U までは、特殊技能 2 を主とし
て担当する労働者である。そして面白いのは特殊技能 1 と 2 の両方の作業をマスターして
いるケースが多いことである。K から N までは、特殊技能 1 も 2 もともに担当可能なこと
を想定させる。この特殊作業 2 はキット化作業から成り立つが、キット化した部品を組立
工場まで運送する作業も含んでいる。それゆえ、キット化と搬送の両方を担当する人が必
要なのである。個別に見ると、K から O までの 5 人はすべて１１の特殊技能（すなわちキ
ット化作業）をマスターしている。このうち、L から O までの４名は、輸送も担当できる
技能をマスターしている。輸送が担当できるのは、このほか R、S、T の 3 名である。した
がって、合計 7 名はキット化した部品を組立工程にまで輸送することができるのである。 
























特殊技能に分かれている。溶接工程の「組立 12/13」、と表記された工程のシフト B を見る(工
場側提供の写真による)。13 人の労働者が配置されている。この工程では一般技能の数が多
く、22 個である。作業名は、安全、JD パワー、５S、品質、カンバンカード、KPI（Key 




者のうち、11 名が 17 の作業をマスターしている。1 名は 18 をそして 1 名が 12 の作業を
それぞれマスターしていた。つぎに、特殊技能（溶接工程特有の技能）を見る。13 人のう
ち、11 名が 16 の作業を全てマスターしている。その訓練ランクは全て 4 段階である。4 段
階は、当該作業をマスターし他人の教えられるレベルである。うち 1 名が、ローディング
作業 1 つのみに 3 段階の訓練の印がついていた。また 1 名は、16 全ての作業が 1 段階の訓
























となり 3 年目であるという。前述したように、オペレーターには 5 つの等級があり、１か
ら順番に教育訓練を受けて昇格する。そしてオペレーターの最高職位が、アーチザンであ
り 5 等級となる。アーチザンは熟練工と同じ職位名称となる。このチーム･マネジャーは就
職後 24 年間オペレーターとして勤務した後、内部昇進でアーチザンとなったのである。 
ついで組立のトリム１工程で聞いたチーム･マネジャーの話を紹介する。表 4：チーム・
マネジャーのキャリアを参照されたい。アフリカ人である。高等学校卒業後 1981 年に入社






入社 1981 年 
キャリア 電気工の補助職として 5 年 
半熟練工（Semi-Skilled Maintenance）として 13 年 
チーム･マネジャーとして 11 年   
出典：工場見学中のインタビューによる。 
 
電気メンテナンスのアシスタント（補助）として 5 年間勤務し、半熟練工（semi-skilled 


































 まず、ミーティングの時間を記載しておく。第 1 回ミーティングは、午前シフトの場合
７時から 7 時 15 分まで、そして夜シフトの場合 16 時から同じく 15 分間、集まる。第二回
ミーティングは、午前シフトの場合 11 時から 15 分間、夜シフトの場合 20 時から 15 分間、
そして第 3 回目のミーティングは、午前シフトの場合、13 時 45 分から 15 分間、夜シフト
































いる。4 番目の列は対策である。5 番目の列は、対策の責任者名、そして 6 番目の列は結果
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工場名 Mercedes-Benz Manufacturing South Africa Ltd. 
立地 南アフリカ共和国イースト・ロンドン市。 
訪問日 2011 年 9 月 7 日。 

















































The BMW SA plant, we (Japanese Multinational Enterprise Study Group: JMNESG) 
visited in September, 2015, was very eager in introducing ”Lean Production System 
(LPS)”. That system was sometimes called “VPS” (Value Added Production System) , 
actually closer to Japanese Production system (JPS), as shown in the setting of its 
Training Center and active utilizations. My impression from the observation was so 
strong because the image of this company is usually like a typical premium car maker 
that is usually supposed to the opposite direction of JPN makers.  
However, it is not only the case of this BMW but also the other foreign makers such as 
M. Benz, GM, Ford, and VW which we visited during 2010-2015 in S. Africa. This means 
that we can safely say that at least for manufacturing technology and know-how at 
work site (GENBA) Japanese style production system should still have strong 
comparative advantages. Not only BMW SA plant but also its HQ plant in Muenchen is 
even leading such LPS or VPS-oriented activities (The answer from a manager at the 
interview)1) . Not to mention many other newly developing countries such as India, for 
example, the local automobile makers such as TATA, Machindra, Bajaj were 
implementing similar ways2). 
Then what is the present position of LPS or JPS in the manufacturing technology in the 
world wide automobile industry. We can safely say that so far as the work site 
production management capability the flexible adaptability to various changes the JPS, 
which are based on multi-skilled operators who are deeply involved in their company 
targets and cooperative each other, can be seen as a world common principle.  
Of course, the area or scope of its application should be different little by little 
depending on industry, firm, and region (socio-cultural environment). Business 
architecture theory is one of the appropriate framework to explain such differences 
coming from various natures of products (Fujimoto 2001) 3).                    
 
1 Also see, Stefan Schmidt(2015), “TOTAL PRODUCTIVE MAINTENANCE –A JOURNEY TO 
EXCELLENCE”, University of Applied Science, Germany, International Maintenance Conference,      
Miami Dec. 2015. 
2 From the 2015-16 research in India by RIEB (Research Institute for Economics & Business 
Administration, Kobe University).  
3 T. Fujimoto, A. Takeishi and Y. Aoshima, eds. (2001), Business Architecture: Strategic Design of 
Products, Organizations, and Processes, Yuhikaku (in Japanese).  
  Also see, Abo, T., （2015 ）、“Researching international transfer of the Japanese-style management and production 




































                                                   
1) BMW の事業全体については、以下の資料を参照。Profile, Historical Data, Investor Factbook;  BMW 





























































Training Center—for “Lean Management Production” （“VPS”ともいっている) 
          
FLEXIBILITY  (key word) 
                             
                GENBA       Standard    Station 
         Pull                                       Zero Waste 
 
      Transplant                                Continuous Improvement  
        ANDON-Line                              Chalk Circle 
        Go-GENBA                                Ishikawa 
        LCIA(Low Cost Intelligent Automation)      POKA YOKE                                 
        Problem Solving –Associate with process leaders 
        Trouble Shooting   PDCA   5S             Six Sigma 
 
出典：訪問時の聞き取りにより筆者作成。 



























































     Management Level    (mostly German people)    
                            Director—Plant Mgr 
                            GMs—Technical Leaders 
                            Mgrs—Dept Leaders 
Production Engineers—GLs, SLs 
                            Process Leaders—TLs (4 teams)  Disciplinary SV  
     Associate Level         Process Supporters-Hanchou  Technical SPVs 
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動車産業労働組織 NUMUSA（National Union of Metal Workers of South Africa）の支配






工場現場 生産モデルは、Sedan 3 SERIES ZA—T model だけである。これが、VPS (Value 
Added Production System)という、BMW の生産方式にしたがって組み付けられていく。
工場内は大きく二つに分かれていて、パート I が生産ラインの流れる場所、パート II は部
材の事前の準備場所である。 
工程ラインにはスタンピングはなく、プレス部品は工場に隣接する外部のプレスサプ



























れがうまく機能する背景に「達成に対する南アフリカ人の熱意」（South African passion for 
perfection）があるからと説明された。これは、あとでも触れるが、特にサブサワラ・アフ
リカ各地でよくいわれる一種の仲間意識（「皆で力を合わせて」という意味のアフリカン・
ブラザーフッド (African Brotherhood)やアーランビー (Harambee)」にも通じるもので







































議で知りあった BMW ミュンヘン本社の生産技術研究部所属の研究員は、Lean system や TPS の知識を
引用しながら、TPM(Total productive maintenance)の内容と実践上の要点について議論を展開している。
Stefan Schmidt, TOTAL PRODUCTIVE MAINTENANCE –A JOURNEY TO EXCELLENCE, 








































                                                   
3）神戸大学経済経営研究所（RIEB）の佐藤隆広教授を中心とする全国規模の研究グループによる調査の
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付表：工場調査の概要 
工場名・会社名 BMW (South Africa) (Proprietary), Ltd 
所在地 
 
6 Frans du Toit Street, Rosslyn 0200, South Africa 
P.O. Box, 2955 Pretoria 0001, South Africa 





Leader: VPS Centre 
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